
※1「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等を遡って適用しています。　※2 2019年度から、建物および構築物の減価償却方法を定率法から定額法に変更しています

財務データ

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

建設事業受注高 （百万円） 1,254,950 1,474,084 1,581,494 1,477,049 1,565,928 1,608,266 1,816,023 1,318,739 1,252,078 1,561,898 

売上高 （百万円） 1,416,044 1,497,578 1,567,843 1,664,933 1,567,427 1,519,435 1,664,960 1,698,292 1,456,473 1,482,961 

営業利益 （百万円） 13,101 26,054 50,032 94,668 128,835 121,373 129,724 133,894 100,151 45,145 

経常利益 （百万円） 17,330 29,277 56,246 95,501 131,197 124,130 133,957 137,986 105,465 50,419 

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 5,901 14,191 33,397 59,322 98,946 84,978 99,668 98,977 77,176 47,761 

純資産 （百万円） 358,094 376,048 481,896 485,655 576,879 656,330 735,242 736,412 821,446 875,172 

総資産 （百万円） 1,456,441 1,512,686 1,703,399 1,722,936 1,688,197 1,780,943※１ 1,860,794 1,904,934 1,908,674 2,128,356 

１株当たり純資産 （円） 452.79 474.43 607.82 612.70 728.78 829.58 929.72 957.56 1,068.74  1,116.89 

１株当たり当期純利益 （円） 7.52 18.09 42.56 75.61 126.11 108.31 127.04 128.31 101.17  64.09 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （円） 7.49 18.05 42.53 75.57 126.07 108.26 127.04 128.30 101.17  ー

自己資本比率 （％） 24.4 24.6 28.0 27.9 33.9 36.5※１ 39.2 38.3 42.7  38.7

自己資本当期純利益率（ＲＯＥ） （％） 1.8 3.9 7.9 12.4 18.8 13.9 14.4 13.6 10.0  5.8

配当性向 （％） 93.1 38.7 18.8 21.2 20.6 24.0 28.3 29.6 29.7  35.9

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 46,364 17,395 56,105 38,335 143,668 82,879 △ 14,933 170,557 80,674  77,772 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △ 29,744 △ 27,977 △ 17,644 △ 14,051 △ 34,654 △ 30,938 △ 52,652 △ 115,745 △ 113,954  △ 89,308 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △ 14,045 △ 28,592 14,305 9,199 △ 65,375 △ 26,124 △ 42,404 68,732 △ 42,710  19,634 

従業員数（契約社員を含む） （人） 15,616 15,518 15,587 15,640 15,925 16,024 16,184 16,297 16,586 19,661 

連単倍率（当期純利益） （倍） 1.0 2.1 1.4 1.1 1.2 1.0 1.1 1.1 1.1  1.0

連結子会社数 （社） 56 56 61 60 62 65 66 70 74  117 

持分法適用関連会社数 （社） 10 10 11 13 12 14 15 16 17  11 

設備投資（有形固定資産のみ） （百万円） 33,370 30,533 18,524 15,816 30,900 30,899 58,801 124,330 122,442  109,442 

減価償却実施額 （有形固定資産のみ） （百万円）  9,726 9,409 10,554 10,492 10,720 11,288 11,977 12,100※2 15,001  18,061 

研究開発費 （百万円） 8,089 7,914 11,170 8,557 10,129 11,150 12,574 13,222 14,820 16,267 

有利子負債 （百万円） 367,097 344,222 375,580 392,482 340,010 338,264 319,400 441,315 422,688 495,140 

負債資本倍率（Ｄ／Ｅレシオ） （倍） 1.0 0.9 0.8 0.8 0.6 0.5 0.4 0.6 0.5 0.6

10年間の財務データ
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（単位 ： 百万円） （単位 ： 百万円）

財務諸表
連結貸借対照表

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当連結会計年度
（2022年３月31日）

資産の部

　流動資産

　　現金預金 214,321 250,134

　　受取手形・完成工事未収入金等 484,445 684,217

　　有価証券 62,000 37,000

　　販売用不動産 3,158 7,097

　　未成工事支出金 69,538 30,742

　　開発事業支出金 17,143 14,419

　　その他の棚卸資産 52,086 2,909

　　その他 112,062 124,711

　　貸倒引当金 △ 1,157 △ 1,147

　　流動資産合計 1,013,598 1,150,085

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物・構築物 295,399 360,731

　　　機械、運搬具及び工具器具備品 81,508 136,172

　　　土地 250,111  298,667

　　　建設仮勘定 44,936 49,941

　　　減価償却累計額 △ 170,056 △ 230,887

　　　有形固定資産合計 501,899 614,625

　　無形固定資産 19,140 21,069

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 355,679 326,835

　　　繰延税金資産 2,471 2,722

　　　その他 17,821 14,948

　　　貸倒引当金 △ 1,936 △ 1,930

　　　投資その他の資産合計 374,035 342,576

　　固定資産合計 895,076 978,271

　資産合計 1,908,674 2,128,356

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当連結会計年度
（2022年３月31日）

負債の部
　流動負債
　　支払手形・工事未払金等 280,980 325,953
　　短期借入金 143,705 130,609
　　１年内返済予定のノンリコース借入金 7,851 8,758
　　コマーシャル・ペーパー － 50,000
　　１年内償還予定の社債 10,000 －
　　１年内償還予定のノンリコース社債 1,265 13,761
　　未成工事受入金 99,340 107,630
　　預り金 107,944 109,336
　　完成工事補償引当金 3,305 3,353
　　工事損失引当金 14,441 54,117
　　その他 46,074 44,673
　　流動負債合計 714,908 848,195
　固定負債
　　社債 100,000 110,000
　　ノンリコース社債 21,969 8,208
　　長期借入金 71,323 99,945
　　ノンリコース借入金 66,573 73,857
　　繰延税金負債 17,625 7,231
　　再評価に係る繰延税金負債 17,644 17,644
　　退職給付に係る負債 53,029 55,899
　　その他 24,152 32,202
　　固定負債合計 372,319 404,988
　負債合計 1,087,227 1,253,184
純資産の部
　株主資本
　　資本金 74,365 74,365
　　資本剰余金 43,116 43,678
　　利益剰余金 563,628 592,199
　　自己株式 △ 21,615 △ 43,282
　　株主資本合計 659,494 666,959
　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金 133,863 132,308
　　繰延ヘッジ損益 236 214
　　土地再評価差額金 25,831 25,831
　　為替換算調整勘定 △ 3,556 △ 898
　　退職給付に係る調整累計額 △ 581 80
　　その他の包括利益累計額合計 155,794 157,536
　非支配株主持分 6,157 50,675
　純資産合計 821,446 875,172
負債純資産合計 1,908,674 2,128,356
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（単位 ： 百万円） （単位 ： 百万円）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

前連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

当連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

売上高
　完成工事高 1,301,363 1,295,969
　開発事業等売上高 155,109 186,992
　売上高合計 1,456,473 1,482,961
売上原価
　完成工事原価 1,138,887 1,214,775
　開発事業等売上原価 127,168 128,510
　売上原価合計 1,266,055 1,343,286
売上総利益
　完成工事総利益 162,476 81,193
　開発事業等総利益 27,941 58,481
　売上総利益合計 190,417 139,675
販売費及び一般管理費 90,265 94,529
営業利益 100,151 45,145
営業外収益
　受取利息 1,118 673
　受取配当金 4,578 5,262
　為替差益 2,633 2,088
　その他 2,386 2,465
　営業外収益合計 10,717 10,490
営業外費用
　支払利息 3,033 2,656
　その他 2,370 2,559
　営業外費用合計 5,403 5,216
経常利益 105,465 50,419
特別利益
　固定資産売却益 15,489 10,053
　負ののれん発生益 － 6,414
　独占禁止法関連損失引当金戻入額 616 －
　特別利益合計 16,105 16,468
特別損失
　固定資産売却損 161 61
　投資有価証券評価損 3,333 255
　段階取得に係る差損 － 1,865
　感染症関連損失 4,202 －
　土地整備損失 3,030 －
　特別損失合計 10,727 2,182
税金等調整前当期純利益 110,843 64,705
法人税、住民税及び事業税 30,235 29,952
法人税等調整額 3,280 △ 12,824
法人税等合計 33,515 17,128
当期純利益 77,327 47,577
非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に帰属する当期純損失（△） 151 △ 183
親会社株主に帰属する当期純利益 77,176 47,761
当期純利益 77,327 47,577
その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金 28,921 △ 1,473
　繰延ヘッジ損益 405 △ 22
　為替換算調整勘定 △ 1,527 2,612
　退職給付に係る調整額 4,247 743
　持分法適用会社に対する持分相当額 △ 19 △ 100
　その他の包括利益合計 32,027 1,759
包括利益 109,354 49,336

（内訳）
　親会社株主に係る包括利益 109,265 49,504
　非支配株主に係る包括利益 89 △ 167

連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

当連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前当期純利益 110,843 64,705
　減価償却費 16,710 20,213
　負ののれん発生益 － △ 6,414
　段階取得に係る差損益（△は益） － 1,865
　貸倒引当金の増減額（△は減少） 362 △ 177
　工事損失引当金の増減額（△は減少） 8,362 39,506
　退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,503 3,315
　固定資産売却損益（△は益） △ 208 33
　投資有価証券評価損益（△は益） 3,333 255
　投資有価証券売却損益（△は益） △ 15,119 △ 10,025
　受取利息及び受取配当金 △ 5,696 △ 5,935
　支払利息 3,033 2,656
　売上債権の増減額（△は増加） 61,740 △ 39,265
　販売用不動産の増減額（△は増加） 15,486 8,408
　未成工事支出金の増減額（△は増加） 8,402 1,138
　開発事業支出金の増減額（△は増加） △ 671 2,724
　その他の棚卸資産の増減額（△は増加） △ 4,194 694
　仕入債務の増減額（△は減少） △ 37,494 6,398
　未成工事受入金の増減額（△は減少） △ 1,824 9,189
　その他 △ 42,269 6,562
　小計 122,298 105,848
　利息及び配当金の受取額 6,206 6,542
　利息の支払額 △ 2,863 △ 2,787
　法人税等の支払額 △ 44,966 △ 31,831
　営業活動によるキャッシュ・フロー 80,674 77,772
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出 △ 122,892 △ 109,766
　有形固定資産の売却による収入 305 40
　有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 3,295 △ 217
　有価証券及び投資有価証券の売却による収入 20,083 13,235
　連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 211 7,956
　その他 △ 8,366 △ 556
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 113,954 △ 89,308
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少） 31,919 △ 21,386
　コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △ 80,000 50,000
　長期借入れによる収入 18,640 45,700
　長期借入金の返済による支出 △ 18,538 △ 17,854
　ノンリコース借入れによる収入 30,198 15,819
　ノンリコース借入金の返済による支出 △ 7,445 △ 8,518
　社債の発行による収入 50,000 10,000
　社債の償還による支出 △ 10,000 △ 10,000
　ノンリコース社債の償還による支出 △ 2,764 △ 1,265
　転換社債型新株予約権付社債の償還による支出 △ 30,000 －
　自己株式の取得による支出 △ 2 △ 20,104 
　配当金の支払額 △ 24,454 △ 22,277
　その他 △ 264 △ 478 
　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 42,710 19,634 
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 409  2,714 
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 76,400 10,812
現金及び現金同等物の期首残高 352,722 276,321 
現金及び現金同等物の期末残高 276,321 287,134
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その他の主な関係会社

建設関連事業…専門施工・施工支援・リニューアル・設計

（株）エスシー・プレコン／第一設備工業（株）／（株）テクネット／日本建設（株）／日本ファブテック（株）／

（株）ピーディーシステム／（株）フィールドフォー・デザインオフィス

開発・不動産関連事業…開発事業・不動産事業

（株）幕張テクノガーデン

サービス関連事業…宇宙関連コンサルティング・ファイナンス・事務代行・広告・人材派遣・不動産総合管理

シー・エス・ピー・ジャパン（株）／シミズ・ファイナンス（株）／（株）ダイヤビルサービス／

（株）トータルオフィスパートナー／プロパティデータバンク（株）

日本道路株式会社
シミズグループの一員として新たな体制をスタート
1929年の創業以来、90余年にわたって我が国の道路舗装業界を代表する企業として、高品質な

「道づくり」に貢献しています。2022年3月29日をもって連結子会社として、シミズグループの一

員となり、「技術の日本道路」というDNAを継承しながら、これまで以上にグループ会社間での連

携を図り、シナジー効果を発揮しながら、社会の発展に寄与していきます。環境問題にも積極的

に取り組んでおり、例えば廃ペットボトルを活用した「PETアスコン」の開発や環境負荷を低減した

舗装技術である中温化舗装の研究など、環境省から環境先進企業としては道路舗装業界で初と

なる「エコ・ファースト企業」に認定されました。

株式会社エスシー・マシーナリ
建設機械のトータルソリューションを提供
タワークレーン、クローラクレーンなどの大型建設機械をはじめ、

電気設備から汎用品まで多種多様な機械のレンタルを行ってい

ます。施工計画から保守管理までの建設機械のコンサルティン

グのほか、ICタグを利用した現場仮設機械管理システム

（M-Linc）、移動式クレーン安全装置（踏むストップ、デッドマンス

イッチ）の提供など、建設現場

の生産性、安全性の向上に寄

与しています。

清水総合開発株式会社
開発から管理までの一貫した体制でハイグレードな空間を提供
不動産マーケットにおける多様な事業展開を行っています。自社

ブランド「V
ヴ ィ ー ク
IEQU」による分譲マンション開発と管理運営、賃貸オ

フィス「VPO」・賃貸マンション「VPR」の開発と運営に加えて、プロ

パティマネジメントとビルマネジメントをワンストップでソリュー

ションする「P
ピ ー ボ ス
BOS」を柱とした、オフィスから物流施設まで幅広い

建物資産の運営受託を営んで

います。さらには不動産コンサ

ルティング、仲介、テナントリー

シングサービス等を連携させ、

不動産マーケットの様々なニー

ズに応えています。

株式会社シミズ・ビルライフケア
お客様の建物を生涯にわたってサポート
新型コロナウイルス蔓延、脱炭素化など、社会は大きな変革期に

あり、多くの企業で働き方改革が進む中、建物の価値再生や運

営管理のあり方も変化しています。脱炭素化や建物防災力強化

への支援、再生可能エネルギー

の活用、ニューノーマルな働き

方に相応しいニュースタイルオ

フィスの実現など、時代に即し

た提案を通じて、お客様の資産

価値最大化に貢献しています。

株式会社ミルックス
ベストサポート体制で全方位からバックアップ
建設資機材の販売・リース、内装・鉄筋工事、保険代理、警備、旅

行代理など、あらゆるシーンでグループ企業をサポートしていま

す。新型コロナウイルス蔓延の影響で、出張手配が激減している

ため、PCR検査キットの供給を

行うなど、新たな事業への取り

組みも行っています。また、次

世代足場の導入や太陽光発電

事業にも取り組んでいます。

当社グループは、海外を含む子会社117社および関連会社22社で構成され、建設事業、開発事業、エンジニアリ
ング事業、LCV事業など様々な事業を展開しています。グループ会社間で円滑なコミュニケーションを図り、ガバ
ナンスの強化、グループ人財のフレキシブルな活用等により、しなやかでスピード感のあるグループ経営体制の
構築を目指しています。

廃ペットボトルを活用した「ＰＥＴアスコン」
（清水建設東北支店駐車場）

虎ノ門・麻布台地区第一種市街地再開発事業 
Ａ街区（東京都港区）で稼働するタワークレーン群

VPO本町セントラル（大阪市中央区）（左）
VPO東日本橋（東京都中央区）（右）

EV車から建物への電気供給を行う技術 本社機材センター（千葉県船橋市）

シミズグループ
https://www.shimz.co.jp/company/
about/group/

シミズグループの事業活動

（株）日本政策投資銀行
設備投資研究所エグゼクティブフェロー

長期ビジョン「SHIMZ VISION 2030」策定を契機とする貴社

レポートの変化は、本レポートにおいて一段と顕著になりました。

情報開示を巡る外部環境の変化や、ステークホルダーから寄せ

られる期待を踏まえ、コンテンツの大幅な充実が図られていま

す。特に、昨年登場した価値創造プロセスの全体像が様々な情

報と接続されて充実したこと、マテリアリティの登場、コーポレー

トガバナンスに係る情報開示の強化などが目を引きます。これ

らのエッセンスは、過去のレポートにおいても、様々な記述を通

して事実上語られていたともいえますが、今回、敢えて明確な形

として打ち出した点には、トップメッセージで強調されている

「ESG経営」の影響がうかがわれます。

具体的には、価値創造プロセス上に、投入資本と事業活動、アウ

トカムとしての提供価値（スマートイノベーションカンパニー）を

位置付け、基盤である社是、経営理念、マテリアリティも織り込

むなど、全体像の作り込みが昨年から大きく進みました。また、

今回新たに加わったマテリアリティでは、事業を通じた貢献と事

業・経営基盤の強化の両面から貴社が取り組むべき重要課題を

特定し、その指標に中期経営計画で設定した非財務KPIを取り

込むことで、全体として整合性を高めています。

例年質量ともに大変充実した内容のトップメッセージは今年も

健在でした。時代の転換期を迎え、事業環境が厳しさを増すな

か、適正な価格と工期を確保した受注につなげる武器として、デ

ジタル戦略（デジタルゼネコン）とサプライチェーンの強化が明

快に打ち出されており、価値創造プロセスの中核である「イノ

竹ケ原 啓介 氏

第三者意見
ベーションの融合」の内容が効果的に伝わってきます。

また、中計の基本方針を進める基盤にESG経営を据え、様々な取

り組みをこのフレームワークの中で説明する昨年のスタイルを維

持しつつ、各項目の冒頭に担当役員と社外取締役を登場させ、

経営層のコミットメントを強調する新たな取り組みも効果的だと

思います。個別の取り組み内容も、TCFD開示の進展、環境配慮

型コンクリートなどの技術革新、人的資本経営への言及、取締役

のスキル・マトリックスの開示など、各方面での取り組みが着実に

進展している様子や、今後の方向性が伝わってきます。

このように、個々の項目の完成度は高く評価できる一方、これら

を貫くストーリー性については、なお改善の余地があるように思

います。これには、コンテンツの配置も影響しているようです。

価値創造プロセスとトップメッセージを読んだ後、読み手の多く

は、「SHIMZ VISION 2030」を支える「イノベーションの融合」

を通じた価値創造に関する具体的な取り組みを期待すると考え

られます。この観点からすれば、鍵となるデジタル戦略（デジタ

ルゼネコン）は、トップメッセージのすぐ後に配置した方が、据わ

りが良かったのではないでしょうか。また、全体的に中期経営計

画の情報が分散しているため、技術、事業構造、人財に関する

取り組みもデジタル戦略とセットで提示するようにすれば、ス

トーリー性がさらに強化され、貴社の戦略がより分かりやすく伝

わると思います。特に、ビジョン実現に向けた人財マネジメント

については、社会的な関心も高く一層の情報開示を期待したい

ところです。

新たに開示されたマテリアリティについては、今後のサステナビ

リティ情報開示において非常に大きな役割を果たす部分だけ

に、特定プロセスの開示や各活動報告との接続の強化など、今

後も継続的な充実が期待されます。

新たな段階を迎えたコーポレートレポートの更なる充実を楽し

みにしております。
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自己名義株式　6.04％
個人その他　18.08％

外国法人等　20.20％

その他法人　22.69％

証券会社　1.46％

金融機関
31.53％

金融機関 31.53％
証券会社 1.46％
その他法人 22.69％
外国法人等 20.20％
個人その他 18.08％
自己名義株式 6.04％

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 116,653 15.74
清水地所株式会社 64,291 8.68
社会福祉法人清水基金 38,595 5.21
株式会社日本カストディ銀行（信託口）  33,116 4.47

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE SILCHESTER 
INTERNATIONAL INVESTORS INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST 17,950 2.42

清水建設持株会 17,491 2.36
一般財団法人住総研 17,420 2.35
株式会社みずほ銀行 10,697 1.44
第一生命保険株式会社 10,564 1.43
富国生命保険相互会社 10,552 1.42

（注）持株比率は、自己株式（47,608,962株）を控除して計算しています

大株主の状況（上位10社）

所有者別株式分布状況

会社概要

株式情報

国内

海外

大連

広州
上海

香港
台北

本社（東京）

ハノイ
マニラグアム

ホーチミンシティ

ニューヨーク
アトランタ

シャーロット

ケレタロ
ヤンゴン
バンコク

クアラルンプール シンガポール
ジャカルタ

タシケント

ブロツワフ
プラハ

ロンドン

イスタンブール

ドバイ
グルガオン ダッカ

バンガロール

ルサカ

本社（東京）

シミズグループが恒常的に
事務所を設けている
海外の都市

都市28

主要支店

カ所

営業所

カ所12 73 北海道支店（札幌市）
函館営業所
苫小牧営業所
旭川営業所
帯広営業所
釧路営業所 福島営業所

いわき営業所
山形営業所
秋田営業所
盛岡営業所
青森営業所
八戸営業所

東北支店（仙台市）

北陸支店（金沢市）
福井営業所
敦賀営業所
富山営業所
新潟営業所
長岡営業所

太田営業所
長野営業所
松本営業所
山梨営業所
横浜土木営業所
千葉土木営業所
北関東土木営業所
甲信土木営業所

東京支店（東京都中央区）
土木東京支店（東京都中央区）

愛媛営業所
徳島営業所
高知営業所

四国支店（高松市）

九州支店（福岡市）
北九州営業所
佐賀営業所
長崎営業所
熊本営業所

広島支店（広島市）
福山営業所
徳山営業所
下関営業所

堺営業所
滋賀営業所
京都営業所
奈良営業所

和歌山営業所
神戸営業所
姫路営業所

関西支店（大阪市）

川崎営業所
湘南営業所
県央営業所

横浜支店(横浜市)

土木国際支店

国際支店

呉営業所
松江営業所
鳥取営業所
岡山営業所

大分営業所
宮崎営業所
鹿児島営業所
沖縄営業所

名古屋支店（名古屋市）
一宮営業所
静岡営業所
浜松営業所
三島営業所
岐阜営業所
三重営業所
四日市営業所

三河営業所
豊田営業所
豊橋営業所

東葛営業所
千葉西営業所

千葉支店（千葉市）

西東京営業所
日本橋中央営業所
埼玉営業所
茨城営業所
鹿島営業所
土浦営業所
栃木営業所
群馬営業所

社名 清水建設株式会社

創業 1804年（文化元年）

資本金 743.65億円

総従業員数（連結） 19,661名

主要事業内容
建築、土木、機器装置等建設工事の請負／建設工事に関する調査、企画、地質調査、測量、設計および
監理等／不動産の売買、賃貸、仲介、管理および鑑定／住宅等建物の建設、販売、賃貸および管理ならび
に土地の造成および販売

売上高（連結） 1兆4,829億円（2021年度）

発行可能株式総数 1,500,000,000株

発行済株式総数 788,514,613株

上場取引所
東京証券取引所1部 （2022年4月4日以降　東京プライム市場）
名古屋証券取引所1部 （2022年4月4日以降　名古屋プレミア市場）

株主数 64,408名

名義書換代理人 三菱UFJ信託銀行株式会社
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事業ネットワーク（2022年7月1日現在） 会社概要／株式情報  （2022年3月31日現在）
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